
（特命一者用） 

 

 

随意契約理由書 
令和７年９月１６日 

担当課名：管財課  

1 随意契約番号 総 2025-4-30 

2 契約案件名 内部情報系システム導入業務 

3 履行場所 南アルプス市内 

4 契約の相手方・所在地 
名 称：株式会社ＹＳＫ ｅ－ｃｏｍ 

所在地：山梨県甲府市湯田１丁目１３番２号 

5 設計金額（単位：円） １１３，１９０，０００円（税込み）（６０ヶ月分） 

6 総価・単価の別 総価 

7 随意契約の法令根拠 地方自治法施行令第 167 条の 2第 1項第 2 号該当 

8 案件等の内容及び契約の相手方選定の具体的理由 

【案件概要】 

本案件は、現行の内部情報系システムについて契約を更新し、継続利用するものである。 

当システムは長年にわたり安定運用され、大きなシステム障害の発生事例もなく、安定性・

信頼性の面で高く評価できる。 

また、使い慣れたシステムを継続利用することで、新たな教育コストや業務中断のリスク

を最小限に抑えられる。 

 

 

【本業務に必要とする条件】 

現行システムの導入業者であること。 

 

【相手方選定の具体的理由】 

株式会社ＹＳＫｅ－ｃｏｍは、現行システムの導入業者であり、システムの仕様や本市独

自のカスタマイズ内容について十分に精通している。他の業者が本業務を実施した場合、不

要な調査等が発生し、期限内のシステム移行が困難となる。 

これらの理由から、株式会社ＹＳＫｅ－ｃｏｍと随意契約を締結するものである。 

※この欄は契約後に記入すること。 

9 契約日 令和７年９月３０日 10 契約金額 １１３，１９０，０００円 



（特命一者用） 

 

随意契約理由書 
令和７年９月１２日  

 担当課名：管財課  

1 随意契約番号 総 2025-4-31 

2 契約案件名 住民基本台帳ネットワークシステム関係機器リース業務 

3 履行場所 南アルプス市内 

4 契約の相手方・所在地 
名 称：ＮＥＣキャピタルソリューション株式会社 

所在地：東京都港区港南二丁目１５番３号 

5 金額（単位：円） ４０，１５４，４００円（税込み）（６０か月分） 

6 総価・単価の別 総価 

7 随意契約の法令根拠 地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号 

8 案件等の内容及び契約の相手方選定の具体的理由 

【案件概要】 

 本件は、住民基本台帳ネットワークシステムの運用に必要な機器の使用契約を締結するもの

であり、当該機器の設定・保守等に関する一切の作業を含む。 

 

【本業務に必要とする条件】 

 住民基本台帳ネットワークシステム関連機器の安定的な供給が可能であること。 

 

【相手方選定の具体的理由】 

住民基本台帳ネットワークシステムは、基幹システムと常時データ連携を行っているため、

基幹システムと同様に NEC 製品を使用することが求められます。また、当システムは国県間の

情報連携を即時に行うものであり、機器の不具合が発生した場合には、速やかに交換対応を行

える体制が必要です。そのため、NEC 製品の在庫を十分に確保している業者であることが条件

となり、この要件を満たす NEC キャピタルソリューション株式会社からリースを行う必要があ

る。   

以上の理由により、本業務の委託については、地方自治法施行令第 167 条の 2 第 1 項第 2 号

の規定に基づき、上記事業者と随意契約を締結するものである。 

 

※この欄は契約後に記入すること。 

9 契約日 令和７年９月３０日 10 契約金額 ４０，１５４，４００円 



（特命一者用） 

 

随意契約理由書 
令和７年９月１６日  

 担当課名：管財課  

1 随意契約番号 総 2025-4-32 

2 契約案件名 基幹業務系システム関係機器リース 

3 履行場所 南アルプス市内 

4 契約の相手方・所在地 
名 称：ＮＥＣキャピタルソリューション株式会社 

所在地：東京都港区港南二丁目１５番３号 

5 金額（単位：円） ３６,１６９,３２０円（税込み）（６６か月分） 

6 総価・単価の別 総価 

7 随意契約の法令根拠 地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号 

8 案件等の内容及び契約の相手方選定の具体的理由 

【案件概要】 

 本件は、基幹業務系システムの運用に必要な機器の使用契約を締結するものであり、当該機

器の設定・保守等に関する一切の作業を含む。 

 

【本業務に必要とする条件】 

 基幹業務系システム関連機器の安定的な供給が可能であること。 

 

【相手方選定の具体的理由】 

本市の基幹業務系システムは、ＮＥＣ製のシステムであり、システム推奨使用機器について

もＮＥＣ製品を推奨している。また、基幹業務系システムは住民サービスに直結しており、機

器の不具合が発生した場合には、速やかに交換対応ができることが求められます。そのため、

NEC 製品の在庫を十分に確保している業者である必要があり、この要件を満たす NEC キャピタ

ルソリューション株式会社からリースを行う必要がある。 

 

以上の理由により、本業務の委託については、地方自治法施行令第 167 条の 2 第 1 項第 2 号

の規定に基づき、上記事業者と随意契約を締結するものである。 

 

※この欄は契約後に記入すること。 

9 契約日 令和７年９月３０日 10 契約金額 ３６,１６９,３２０円 


